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1

は じ め に
　「新島根方式」から 40年、島根県では、集落営農という言葉が一般化していない
昭和50年代から全国に先駆けて、集落での話し合い活動をベースに農業経営の合理化
と集落機能の強化を進めてきました。
　この施策は、現在の「地域貢献型集落営農施策」にも通じ、本県では、集落営農
組織を農業生産ばかりでなく農村の担い手としても位置づけ、施策を推進してきた
ところです。

　一方、急激な人口の減少や高齢化の波が押し寄せる中で、県内の集落営農法人に
おいても次世代のリーダー育成や集落内での労力確保に課題を抱えるところが見られる
ようになりました。
　このことは、今後の島根県の農業・農村の重要課題として捉え、今年度から「集落
営農組織の次世代後継者育成」というテーマで全県的な普及広域課題を設定しま
した。
　そして、「どうすれば人が育ち、組織が持続的に発展できるのか」という課題を普及、
行政、試験研究機関によるワーキングチームで調査し、検討を重ねてまいりました。
　我々は、この課題解決のヒントは、現場にあると考え、人材の確保・育成ができて
いる事例を詳細に調査し、第Ⅱ章にまとめました。
　また、課題を抱え、それを克服しようとする組織への支援活動を通じて、人材育成に
必要な考え方、手順、手法を第Ⅲ章で整理しました。
　そして、最後に、現場の普及員による平素の活動をワーキングチームで検討し、
Ⅳ章に人材の確保と育成に向けた提案としてとりまとめました。
　県内の農業関係者の手引書として、また、集落営農法人リーダーの参考資料として、
ご活用いただければ幸いです。
　
　最後になりましたが、本誌作成にあたり調査に御協力いただいた法人関係者の皆様、
長きにわたり島根県の集落営農組織化塾総括プロデューサーとしてご指導いただいた
農山村地域経済研究所の楠本雅弘所長、今年度の法人ステップアップ研修や普及員
研修でご指導いただいた神戸大学の伊庭治彦准教授及び各地域の担い手育成協議会の
皆様に誌上を借りてお礼申し上げます。　

平成 24 年３月　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県農業技術センター

所　長　 小 塚 昭 郎




